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 1. 流通税の種類

1994 年 1 月 1 日に、増値税暫定条例・営業税暫定条例・消費税暫定条
例が施行され、長い間、その 3 種類（増値税・営業税・消費税）の流
通税が施行されていました。このなかで消費税は、特定の奢侈品を製造・
輸入する場合に限定して、増値税と同時に課税される、特殊な性格を持っ
た流通税です。

一般物品の販売やサービス提供などに対しては、増値税、もしくは営業
税が課税されていましたが、このうち増値税は、財貨の販売と加工・補
修役務に対して課税され、それ以外の項目に対しては、営業税が課税さ
れていました。ただ、このように、流通税が増値税と営業税に分かれて
いることで、課税の不公平や二重課税が発生するという問題があり、こ
の矛盾の解消を目的として、2012 年 1 月より流通税改革（営改増と呼
ばれる、流通税の増値税一本化）が開始され、2016 年 5 月 1 日に増値
税への統合が完了しました。現在では、営業税は廃止され、全ての取引
が増値税の課税対象となっています。
各流通税の概要は、以下の通りです。

❶ 増値税
増値税は、もとは「増値税暫定条例（国務院令 2008 年 538 号）」を根
拠とする流通税で、財貨の販売と加工賃（加工補修役務）を原則的な課
税対象としていました。ただし、2012 年より始まった流通税改革（営
改増試行措置）により、営業税の課税対象項目が段階的に増値税課税
に変更され、最終的に「営業税から増値税への徴収変更試行措置を全
面展開することに関する通知（財税［2016］36 号）」の施行によって、

中国の流通税制度
Ⅰ
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2016 年 5 月 1 日より全ての取引が増値税の課税対象となっています。
よって、現時点の増値税制度は、増値税暫定条例にもとづく増値税（物
品売買・加工補修役務を課税対象とする増値税）と、財税［2016］36
号にもとづく増値税（物品売買・加工補修役務以外を課税対象とする増
値税）に分かれます。
双方の課税がある場合、納税者はそれらを合算して申告納税額を計算し
ますが、根拠法、課税方法（税率など）に違いがあることから、本著で
は前者を「財貨の増値税」、後者を「役務の増値税」として、個別に解
説します。

❷ 営業税（廃止）
営業税は、「営業税暫定条例（国務院令 2008 年第 540 号）」を根拠と
する流通税で、もとは増値税暫定条例に規定される項目（物品売買・加
工補修役務）以外に対して課税されていました。ただし、現時点では、
営業税は廃止されています。

❸ 消費税
消費税は、「消費税暫定条例（国務院令 2008 年第 539 号）」を根拠と
する流通税で、たばこ・アルコール・化粧品などの奢侈品に限定して課
税されるものです。

2. 流通税の特徴と税率

現在の流通税は、増値税と消費税の 2 種類となっていますが（営業税
は廃止）、その特徴・税率は以下の通りです。

❶ 増値税
増値税の課税原則は日本の消費税と同様で、最終消費者が負担する（流
通過程にある企業は、一旦対応する税額を立て替えるものの、最終的に
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は税金負担はない）税金となります。
具体的には、物品売買を行う企業は、商品仕入時に仕入代金だけではな
く、対応する増値税も支払い、仮払増値税として処理します。その後、
顧客から販売代金に加えて徴収した増値税（仮受増値税として処理）と
仮払増値税を相殺したうえで、差額（超過受領している金額）を主管税
務局に納税する方式となります。
この仕組みは日本の消費税と同様ですが、違う点は、インボイス（発票）
方式が採用されていることです。つまり、仕入控除の適用（仮受税額と
仮払税額の相殺）を受けるためには、サプライヤーから取得した増値税
発票（専用発票）が必要となります。

１）財貨の増値税

なお、納税義務者は一般納税人と小規模納税人に分かれますが、上記の
13％、9％という税率は、一般納税人に対して適用され、小規模納税人
の場合は、品目を問わず、3％の税率が適用されます。また、輸出に対
してはゼロ税率（免税＋仕入増値税の還付）が適用されます。

基本税率
財貨の販売、加工補修役務

13％

特定物品
農産品（食糧を含む）、水道水、暖房、石油ガス、天然ガス、
食用植物油、冷気、熱水、ガス、住居用石炭製品、食用塩、農機、
飼料、農薬、農業用フィルム、化学肥料、メタンガス、メチルエー
テル、図書、新聞、雑誌、映像製品、電子出版物

9％

小規模納税人 3％
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２）役務の増値税

役務の増値税においても納税義務者は一般納税人と小規模納税人に分か
れ、小規模納税人の税率は 3％（不動産については 5％）となります。
役務の増値税のクロスボーダー取引については、業種・取引内容によっ
て、ゼロ税率が適用される場合と免税措置（売上時の課税はないが、仕
入増値税は原価となる）が適用される場合に分かれます。

税率変更の経緯

財貨の増値税の税率は、増値税制度開始時点では、基本税率 17％、特
定物品 13％でしたが、まず、「増値税率の簡素化・併合政策に関する通
知（財税［2017］37 号）」により、2017 年 7 月 1 日から、特定物品の
税率が 11％に引き下げられました。
その後、「増値税率の調整に関する通知（財税［2018］32 号）」で、
2018 年 5 月 1 日より、17％の税率が適用されているものについては
16％に、11％の税率が適用されているものについては 10％に、さらに、

「増値税改革の深化に関連する政策についての公告（財務部・税務総局・
税関総署公告 2019 年第 39 号）」で、2019 年 4 月 1 日より、16％の
税率が 13％に、10％の税率が 9％に引き下げられた結果、上記の税率
となっています。
また、役務の増値税についても、財税［2016］36 号には、有形動産リー
スは 17％、交通運輸、郵便、基礎電信、建築、不動産リース、不動産販売、
土地使用権譲渡は 11％の税率が規定されていますが、財貨の増値税と
同様、財税［2018］32 号、及び財務部・税務総局・税関総署公告 2019
年第39号により、税率引き下げが実施され、上記の税率となっています。

基本税率 6％

有形動産リース 13％

交通運輸、郵便、基礎電信、建築、不動産リース、不動産
販売、土地使用権譲渡

9％

小規模納税人（不動産については 5％） 3％
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課税対象 税率

一

たばこ（注：1 カートン＝ 200 本）
　1．紙巻たばこ
　（ア） 工業
　　① 甲類紙巻たばこ・調達価格 70 元（増
　　　 値税含まず）/ カートン以上（70 元を
　　　 含む）
　　② 乙類紙巻たばこ・調達価格 70 元（増
　　　 値税含まず）/ カートン未満

　（イ） 商業卸売
　
　2．葉巻
　3．刻みたばこ

56％＋ 0.003 元 / 本 
（生産段階での課税）
36％＋ 0.003 元 / 本

（生産段階での課税）
11％＋ 0.005 元 / 本

（卸売段階での課税）
36 ％
30 ％

❷ 営業税（廃止）
営業税は増値税とは異なり、報酬・対価を受け取った企業が負担者とな
り、（受領した金額の中から）税金を支払う流通税でした。流通税改革
により、営業税の対象品目は徐々に減少し、増値税に切り替えられまし
たが、改革開始前の税率は以下の通りでした。

❸ 消費税
消費税はたばこ・酒・貴金属・化粧品など、特定の奢侈品に対して課税
される奢侈税で、原則として、「製造企業の出荷段階、及び輸入通関段階」
で課税されます。ただし、紙巻たばこは、生産・輸入段階に加えて卸売
段階でも課税され、また、金・銀の装飾品は、小売段階で課税されるな
どの例外もあります。
また、消費税は品目によって、従量課税（数量に対して課税）、従価課税（価
格に対して課税）と、課税方法が異なりますが、紙巻たばこ・白酒のよ
うに、従量（製造者に対する課税）と従価（卸売に対する課税）が併用
される場合もあります。

物流、建設、郵便・通信、文化体育 3％

サービス、金融保険、無形資産譲渡、不動産販売 5％

娯楽 5 ～ 20％
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二

酒
1．白酒
2．黄酒（トン当たり）
3．ビール（トン当たり）

（ア） 甲類ビール
（イ） 乙類ビール
4．その他の酒類
5．アルコール

20 ％＋ 0.5 元 / 500g
（または 500ml）
240 元

250 元
220 元
10 ％
  5 ％

三 高級化粧品 15 ％

四

貴金属アクセサリー類・真珠・宝石・玉
　1．金銀・プラチナアクセサリー、ダイヤ
　　  モンド及びダイヤモンドの宝飾品
　2．その他

  5 ％

10 ％

五 爆竹・花火 15 ％

六

製品油
　1．ガソリン（リットル当り）
　2．デーゼル油（リットル当り）
　3．ナフサ（リットル当り）
　4．ソルベント油（リットル当り）
　5．潤滑油（リットル当り）
　6．燃料油（リットル当り）
　7．航空機燃油（リットル当り） 

1.52 元
1.2   元
1.52 元
1.52 元
1.52 元
1.2   元
1.2   元

七
オートバイ
　1．排気量 250cc（250cc 未満は対象外）
　2．排気量 250cc 以上　

  3 ％
10 ％

八

自動車
　1．乗用車
　（ア） 排気量 1.0L（1.0Lを含む）以下
　（イ） 排気量 1.0L 以上 1.5L（1.5Lを含む）以下
　（ウ） 排気量 1.5L 以上 2.0L（2.0L を含む）以下
　（エ） 排気量 2.0L 以上 2.5L（2.5L を含む）以下
　（オ） 排気量 2.5L 以上 3.0L（3.0L を含む）以下
　（カ） 排気量 3.0L 以上 4.0L（4.0L を含む）以下
　（キ） 排気量 4.0L以上
　2．中・軽商用車
　3．超高級車 
 

  1 ％（生産・輸入段階）
  3 ％（生産・輸入段階）
  5 ％（生産・輸入段階）
  9 ％（生産・輸入段階）
12 ％（生産・輸入段階）
25 ％（生産・輸入段階）
40 ％（生産・輸入段階）
  5 ％（生産・輸入段階）
10 ％（小売段階）
＋上記 1 と 2 の該当
税率（生産・輸入段階）
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3. 増値税と旧営業税の課税方法の違い

❶ 増値税の課税方法
増値税は、仮受け・仮払いを経て、最終消費者に負担を転嫁する税金です。
企業が 100 で仕入れた物品を 200 で販売した場合を例に、課税ロジッ
クを解説します。

＜取引例＞
サプライヤー  → 100  →   企業   →  200  →  顧客

＜経理処理＞　一般納税人の場合

上記の取引の場合、企業はサプライヤーに対して 100 の仕入代金に加
えて、13 の増値税（合計 113）を支払います。
企業が一般納税人であれば、仕入時に支払った 13 の増値税は仕入控除
の対象となりますので、仮払増値税として資産処理を行います。
その後、顧客に物品を販売した際に、商品代金 200 に加えて 26 の増

※本表は、2019 年 4 月時点までの税率変更（財税 [2015]16 号による電池、塗料の
税率追加、財税 [2016]129 号による超高級車の税率追加）を反映しています。

九 ゴルフボール及びゴルフ用品 10 ％

十 高級腕時計 20 ％
十
一 ヨット 10 ％
十
二 木製割り箸   5 ％
十
三 木製床板   5 ％
十
四 電池   4 ％
十
五 塗料   4 ％
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値税（合計 226）を回収します。

仮払増値税　13（100 × 13％）　｜  仮受増値税　26（200 × 13％）

その後、仮受けと仮払いを相殺し、預かり超過となっている 13 を税務
局に納税します。
このように、企業の増値税額は顧客に転嫁されたことになります。

注 1
物品を中国国外から仕入れる場合は、輸入通関時に税関で増値税を納付しま
す（税関が企業に納税証明を交付します）。

注 2
上記は一般納税人の納税方法ですが、小規模納税人については、「Ⅱの 2. 増
値税の一般納税人と小規模納税人の違い」で解説します。

❷ 旧営業税の課税方法（参考）
営業税は、報酬の受領者が納税義務者となる税金でした。
5％の税率が適用されるサービス業を例に取ると、納税方法は以下の通
りとなっていました。

上記の例では、A 社は顧客に対して 100 の営業税課税対象役務を提供
しています。この場合、A 社は、受領した代金 100 の 5％に相当する
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5 を営業税として主管税務局に納税することとなります。

❸ 共通点（発票）
以上（❶・❷）のように、増値税と営業税の課税方式は異なっています
が、共通するのは発票（税務局がデータ管理をする正規の領収書）の受
け渡しが必要となる点です。
増値税の場合、専用発票を受領することができなければ、仕入控除・輸
出還付が受けられません。営業税の場合は、仕入控除・輸出還付の制度
はありませんが、顧客側で営業税発票を受領できなければ、支払った費
用に関する企業所得税上の損金算入が認められませんでした。



17

1. 財貨の増値税の課税対象と税率

増値税暫定条例には、財貨の増値税に関する税率が、以下の通り定めら
れています。

なお、上記は一般納税人の税率であり、小規模納税人に対しては 3％の
税率が適用されます。

2. 増値税の一般納税人と小規模納税人の違い

❶ 概要
増値税の納税義務者は、一般納税人と小規模納税人に分けられます。
一般納税人とは、増値税発票を自社で発行でき、増値税の仕入控除・輸
出還付の適用が受けられる納税義務者を指します。一方、小規模納税人
とは、一般納税人の要件を満たさない納税義務者であり、正規の方式で
はなく、代替的な納税方法が適用されます。また、小規模納税人の場合

基本税率
財貨の販売、加工補修役務

13％

特定物品
食糧、食用植物油、水道水、スチーム、冷気、熱水、ガス、石
油液化ガス、天然ガス、メタンガス、消費者用石炭製品、図書、
新聞、雑誌、飼料、化学肥料、農薬、農業機械、農業用合成樹脂フィ
ルム、国務院が定めるその他の財貨

9％

財貨の増値税
Ⅱ
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は、仕入控除・輸出還付の適用を受けることができません。

❷ 納税方法の比較
一般納税人と小規模納税人の課税方式の違いについて、以下の取引を例
に取って解説します。

＜取引例＞
サプライヤー  →  100  →   商業企業 A 社    →  200  →  顧客

１）一般納税人
一般納税人は、既に解説した通り、売上増値税（26）と仕入増値税（13）
を相殺したうえで、預かり超過分を主管税務局に納税することになりま
す。この結果、企業の税負担はなくなります。

２）小規模納税人
小規模納税人の場合、サプライヤーに貨物の仕入代金 100 と増値税 13
を支払う点は、一般納税人と同じです（サプライヤーが一般納税人の場
合）。ただし、小規模納税人は仕入控除が受けられませんので、この 13
の税額は、仕入原価として処理することになります。
その後、バイヤーから販売代金 200 と増値税 6（3％）を受領し、増値
税額 6 を税務局に納税することになります。
なお、小規模納税人は自社で専用発票の起票ができません（普通発票の
起票のみ可能）。
6 の増値税発票（控除可能な専用発票）は税務局が代理発行し、これに
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もとづき顧客は当該税額の仕入控除が認められます。

以上の通り、売上税額は顧客から受領して納税することになりますが、
一般納税人とは異なり、仕入増値税 13 を自社のコスト（原価）として
処理する必要があります。
このため、同価格で取引しても、一般納税人に比べて利益が少なくなっ
てしまいます（一般納税人は 100 の売買益が確保できるのに比べて、
小規模納税人は 87 となってしまう）。
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また、このような採算悪化を防ぐため、通常は原価の増加分を販売価格
に転嫁します。よって、「小規模納税人から購入すると、一般納税人か
ら購入するより価格が高い」というイメージが一般化しており、小規模
納税人からの購入が敬遠される傾向にあるわけです。

3. 一般納税人資格の取得条件

財貨の増値税の一般納税人資格取得基準は、役務の増値税と同様、年間
課税売上高 500 万元超となります。
かつては、一般納税人資格を取得するためには、製造業の場合は年間
50 万元超、その他の形態の場合は 80 万元超の課税売上高が要求され（増
値税暫定条例実施細則・第 28 条）、この基準を満たさない限り、一般
納税人資格は取得できませんでした。それが、2018 年 2 月 1 日より、「増
値税一般納税人登記管理弁法（国家税務総局令 2017 年第 43 号）」に
もとづき、一般納税人資格取得の条件が緩和され、売上基準を満たさな
い納税者でも、健全な会計制度を有していれば、取得が認められるよう
になりました。
また、2018 年 5 月 1 日より、「増値税小規模納税人基準の統一に関す
る通知（財税［2018］33 号）」によって、売上基準は 500 万元超に引
き上げられたものの、その位置付けが、一般納税人への転換が義務付け
られる売上規模へと変わりました（500 万元以下の場合は、一般納税人・
小規模納税人を選択できるが、それを超過した場合は、一般納税人登記
が義務付けられた）。

「増値税一般納税人登記管理弁法（国家税務総局令 2017 年第 43 号）」は、
一般納税人登記手続を以下の通り規定しています。


